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研究成果の概要（和文）：本研究では、以下の３点に関する検討を行った。１）2003から2013年の日本で急増し
た練炭自殺の地理的影響を解析した。２）1950から1975年の自殺率の変動におけるそれぞれの自殺手段の占める
割合を解析した。３）1968から1994年のガス自殺の推移を解析した。解析結果は、以下のようであった。１）僻
地部で練炭自殺の増加が著しく、男性では練炭自殺の急増により自殺率の地域差が拡大していた。２）若い世代
では服毒自殺が最も多かった。３）家庭用ガスに含まれる一酸化炭素が70年代に減少したが、これに伴いガス自
殺が減少した。

研究成果の概要（英文）：This project seeks to (1) provide a descriptive epidemiology of the epidemic
 of charcoal-burning suicide across time and space in Japan after 2003, (2) investigate the 
contribution of different methods of suicide to the overall suicide rate for males and females in 
Japan from 1950 to 1975, and (3) examine the changing patterns of gassing suicide by gender and age 
in Japan between 1968 and 1994. Our findings show that the introduction and diffusion of charcoal 
burning contributed to a real excess in suicide rates, as well as a widening of the urban/rural 
disparity in suicide in Japan between 2003 and 2013; poisoning by solid and liquid substances 
overwhelmingly contributed to the dramatic change in the overall suicide rates in males and females 
aged 15-49 years in the 1950s and 1960s; a reduction in the carbon monoxide content of domestic gas,
 which began in the early 1970s in Japan, may be associated with a decrease in domestic gas suicides
 as well as overall suicides. 

研究分野：疫学
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１．研究開始当初の背景 
平成 18 年の自殺対策基本法施行以降、自殺
対策は我が国の公衆衛生上の重要な課題と
なっている。これまで様々な取り組みがなさ
れ、自殺率は近年減少傾向であるものの、し
かしながらいまだ国際的にみて高い水準で
推移している。“危険な自殺手段へのアクセ
スの制限”は、自殺率の低下が期待できる社
会的な取り組みの一つである（文献①）。す
なわち、銃の所持規制、高所や地下鉄乗り場
への柵の設置、家庭用ガスや農薬の毒性を低
減することなどにより、銃や飛び降り、ガス
や服毒による自殺率が低下している。さらに、
その自殺手段の致死性が高く、地域における
使用割合が高い場合には、その地域全体の自
殺率を低下させることも期待できる。日本で
も、自殺大綱（平成 24 年閣議決定）におい
て「自殺を予防するための当面の重点施策」
の一つとして「危険な場所、薬品等の規制等」
が上げられている。しかしながら、我が国お
けるこの領域の具体的な取り組みについて
は、これまでほとんど報告、検証されていな
い。 
我々は、日本における“危険な自殺手段へ
のアクセス制限”の取り組みのために、まず
近年の手段別自殺の状況を明らかにするこ
とが重要であると考えて、これまで 2編の報
告を行っている。第一に、日本における 1990
年から 2011 年までの手段別自殺率の時系列
推移（文献②）を報告し、その結果 2000 年
以降若い世代の自殺率は男女ともに増加傾
向を示し、手段別では服毒、ガス、縊死によ
る若い世代の自殺が増加傾向であることを
明らかにした。第二に、2003 年以降我が国で
みられている練炭自殺（練炭等の燃焼により
発生する一酸化炭素の中毒による自殺）流行
の影響（文献③）を報告し、流行により若い
世代の男女で全体の自殺率が 10 から 20％増
加した可能性があることを明らかにした。我
が国での有効な自殺手段の制限の取り組み
のためには、さらにこの分野における知見を
蓄積して行く必要があると考えている。 
危険な自殺手段へのアクセス制限には、薬
物や危険物（例：火器、刃物、練炭など）の
入手・販売制限、高所への柵の設置などが考
えられる。ある地域において、ある自殺手段
へのアクセス制限を実際に行うことは、その
地域の一般の方々にとって不便になる場合
も考えられる。このため、地域社会で具体的
な取り組みを実施するには、手段制限された
場合に期待される自殺予防の効果と地域の
デメリットを慎重に比較する必要があると
考える。地域社会において実行可能で、有効
性が十分期待できる“危険な自殺手段へのア
クセスの制限”を提言することが、本研究の
最終的な目的である。 
 
２．研究の目的 
(1) 「練炭自殺の地理的分布」 
1990 年代の後半から、香港や台湾において練

炭使用による自殺の流行が生じ、その結果こ
れらの地域全体の自殺率が増加している（文
献④）。さらに台湾では、この手段の自殺急
増前は都市部に比べ山間部で自殺率が高か
ったが、急増後には都市部の自殺率が増加し
地域格差が減少した（文献⑤）。日本におい
ても 2003 年以降に練炭による自殺が急増し
ているがその影響に関する検討はまだに限
られており（文献③）、地理的分布に関する
検討はまだない。そこで 2003 年以降、日本
で急増した練炭自殺の地理的影響を明らか
にするために解析を実施した。 
 
(2) 「1950 から 60 年代における服毒自殺」 
日本では、1950年代から1960年代にかけて、
特に若い世代において自殺率が激しく変動
している。すなわち 1950 年代には自殺率は
急増し、1960 年代には減少している。そこで
今回、使用された自殺手段に着目し、この変
動時期にそれぞれの自殺手段の推移はどの
ようであったかを記述疫学的に明らかにす
ることを目的に調査を実施した。 
 
(3) 「1970 から 80 年代のガス自殺」 
英国では、20 世紀初めに家庭用石炭ガスが
広く普及するのに伴いガスによる自殺およ
び全体の自殺率が増加し、1950 年代以降一酸
化炭素濃度が少ない天然ガスが使用される
ようになると自殺者が減少した（文献①）。
さらに、1980 年代初めからは自動車排気ガス
による自殺が増加したが、触媒コンバータが
導入され排気ガス中の一酸化炭素濃度が少
なくなると減少している。このようなガス自
殺と社会的要因との関係は、英国以外の国々
でも報告されている。日本でも、1970 年代以
降これらのガスに含まれる一酸化炭素濃度
は低減されているが、それによる自殺への影
響はまだ明らかではない。そこで本研究では、
1968 年から 1994 年の期間における日本のガ
スによる自殺の性別年齢階級別の推移を解
析した。 
 
３．研究の方法 
(1) 「練炭自殺の地理的分布」 
1999年から2013年までの都道府県別の手段
別自殺者数を、人口動態統計より抽出する。
人口動態統計の死因統計ではICD10コードで
分類されており、「故意の自傷及び自殺」は
ICD10 コードの X60 から X84 である。また、
自殺者はしばしば「不慮か故意か決定されな
い事件（ICD10 で Y10 から Y34）」に分類され
てしまうことがあるため、今回我々はこのコ
ードも解析の対象とする。 
練炭自殺とは、密閉した空間において練炭
などの燃焼により一酸化炭素を発生させ、そ
れによって中毒死を図るという自殺手段で
ある。ICD-10 コードでは、練炭自殺を特異的
に示すコードはなく、このタイプの自殺手段
は、X67（その他のガス及び蒸気による中毒
及び曝露に基づく自傷及び自殺）および Y17



に含まれている。X67 には、この自殺手段の
他に、乗用車の排気ガスによる自殺、家庭ガ
スによる自殺も含んでいる。我々の推計では、
2007 年における X67 コードの中で、約 80%が
練炭自殺によると考えられるため、本研究で
はX67を便宜的に練炭自殺によるものとして
解析を行った。本研究では、手段別自殺を“練
炭自殺”と“非練炭自殺”の 2 区分とする。 
また都道府県は人口密度により 4 群にし、
小さい順から、most rural、second most rural、
second most urban、most urban とした。 
都道府県別の全自殺および手段別自殺に関
して、日本全国を基準集団とした間接法によ
る性別の年齢調整の標準化死亡比（SMR）を
算出した。SMR に関しては、空間相関をベイ
ズ補正し、都道府県別の全自殺、練炭自殺、
日練炭自殺の分布を地図化した。 
 
(2) 「1950 から 60 年代の服毒自殺」 
使用したデータは、1950 年から 1975 年にか
けての日本における男女別、年齢階級別、自
殺手段別の自殺死亡者数を人口動態統計か
ら入手した。年齢階級は、15 から 29 歳、30
から 49 歳、50 歳以上の３区分とした。人口
動態統計では死因は ICD コードに基づき、分
類されている。この時期に使用された ICD コ
ー ド は 、 ICD-6 （ 1950-1957 ）、 ICD-7
（1958-1967）、ICD-8（1968-1975）である。
自殺手段も、ICD コードに基づき、服毒、縊
首、溺死、その他（ガス、飛び降りなど）に
分類した。さらに 1958 年から 1967 年にかけ
ての期間のみ、服毒自殺で使用された物質の
データも入手できた。 
 
(3) 「1970 から 80 年代のガス自殺」 
使用したデータは、1968 年から 1994 年にか
けての日本における男女別、年齢階級別、自
殺手段別の自殺死亡者数を人口動態統計か
ら入手した。年齢階級は、15 から 24 歳、25
から 44 歳、45 から 64 歳、65 歳以上の 4 区
分とした。人口動態統計では死因は ICD コー
ドに基づき、分類されている。この時期に使
用された ICD コードは、ICD-8/9 である。自
殺手段も、ICD コードに基づき、家庭用ガス、
その他のガス（車排気ガス）、ガス以外の手
段に３区分した。 
 
４．研究成果 
(1) 「練炭自殺の地理的分布」 
我が国では、近年、most rural に分類され
る地域において最も高い自殺率が観察され
ていた。2000 年代始めに練炭自殺が急増した
が、これも most rural の地域に顕著であっ
た。特に男性で、この時期に自殺率の地域間
格差の拡大が観察された。台湾においても、
1990 年代終わり頃よりこの自殺手段が急増
しているが、これはむしろ都市部においてで
あった（文献⑤）。日本の結果は、この台湾
の結果と対照的であった。 
 

(2) 「手段的自殺の長期的推移」 
1950 から 60 年代にかけて、女性より男性、
年齢の高い世代より低い世代で自殺率が激
しく変動していた。手段別では、若い世代で
は服毒自殺が圧倒的に変動しており、これに
比べるとその他の手段は変動幅が小さかっ
た。年齢の高い世代では、この時期縊首が最
も多かった。1950 年代後半に服毒自殺者数が
ピークとなっていたが、この時期に使用され
た物質に関しては、若い世代では臭化物（鎮
静剤）が最も多く、ついでその他の鎮静剤（バ
ルビツール系は含まず）であった。年齢の高
い世代に関しては、使用された物質としては
農薬が最も多かった。 
 
(3) 「1970 から 90 年代のガス自殺」 
家庭用ガスによる自殺率は、性年齢に関わら
ず、1970 年代初めまで増加し、1970 年代中
頃にピークとなり、以降急速に減少している。
1970 年代初めから、徐々に日本の都市ガスは
低毒性のガスに置換されており、これにより
家庭用ガスによる自殺率は急速に低下した
と考えられる。 
一方、排気ガスによる自殺率の推移は、性年
齢によりかなり異なっていた。男性 15-24 歳
におけるこの自殺率のピークは 1970 年代中
頃であり、男性 25-44 歳および 45-64 歳のピ
ークは 1980 年代初めであった。男性の 65 歳
以上及び女性の全年齢階級では、排気ガスに
よる自殺率は低い水準にとどまっていた。日
本の排気ガス規制は 1970 年代中頃に強化さ
れ、欧米とほぼ同様の水準であった。しかし
ながら、1980 年代中頃まで排気ガスによる成
人男性の自殺者数が増加しており、これは日
本では排気ガス規制の自殺者数への影響は
限定的であったことを示唆している。 
 
(4) 研究の総括 
本研究により、日本においても諸外国と同様
に、毒性の高い薬物やガスなどを比較的簡単
に入手し利用できることが、自殺者数を増加
させた可能性があるということを示した。 
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